試料提供契約書
学校法人関西大学（以下、「甲」という。）及び　　　　　　　　（以下、「乙」という。）は、甲の保有する研究試料に関して、乙がライセンス等の可能性評価（以下、「本評価」という。）を行うにあたり、甲が乙に対し評価用試料（以下、「本試料」という。）を提供することについて、次の条項によって試料提供契約（以下、「本契約」という。）を締結する。
（本試料の提供）
第１条　甲は、乙に対し次のとおり本試料を提供する。
⑴　本試料の名称：
⑵　提供数量：
⑶　提供時期：本契約締結後○週間以内
（使用の目的）
第２条　乙は、甲から提供された本試料を本評価にのみ使用する。
（対価）
第３条　乙は、本試料の提供に係る対価として、金　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を含む。）を甲に支払うものとする。
２　前項の対価の納入日は、甲の乙に対する請求書発行日から１カ月以内とし、その納入方法は、甲の指定する銀行口座へ乙が振り込むものとする。なお、甲の指定する銀行口座への入金等に係る手数料は、乙の負担とする。
３　前項により振り込まれた対価については、いかなる事由による場合も一切返還しないものとする。
（譲渡等の禁止）
第４条　乙は、本試料を第三者に譲渡または貸与しないものとする。
２　乙は、甲の書面による同意なくして、第10条で定める秘密情報に係る書面、磁気テープ、フロッピー等を複写、複製してはならない。
（本試料の返却）
第５条　乙は、本評価終了後または本契約終了後にもなお本試料および第10条で定める秘密情報にかかる有体物を有するときは、甲の指示に従いその全量を７日以内に、甲に返却するか、処分するものとする。
（本評価の実施等）
第６条　乙は、本評価に係わるすべての費用、危険および責任を自ら負担し、甲にはいかなる負担をもかけないものとする。
２　乙は、本試料および第10条で定める秘密情報を細心の注意をもって保管・管理し、本評価を慎重に実施する。
３　乙は、本評価終了後に、評価結果等について速やかに甲に書面にて報告を行うものとする。
（成果の帰属）
第７条　本評価の過程及び結果より得られた発明・考案等及びそれに基づく特許、実用新案等を受ける権利及び得られた特許権、実用新案権等の工業所有権(以下、「本特許権等」という)の取扱いについては、甲乙協議のうえ決定するものとする。
２　前項の本特許権等を甲乙の共有とする場合、当該本特許権等の出願及び持分については別途締結する「共同出願契約」に従うものとし、出願手続及び維持管理に要する費用は、甲乙協議のうえ負担割合を決定するものとする。
（成果の発表）
第８条　甲及び乙は、本評価によって得られた研究成果を公表することができるものとする。ただし、公表の時期及び方法については、甲乙協議のうえ事前にこれを定めるものとする。
（責任負担）
第９条　本契約に明示規定がある場合を除いては、甲は本試料に関して、有効性・安全性に関するいかなる明示的・黙示的保証もせず、また、いかなる責任負担の義務も負わない。但し、甲の故意又は過失があった場合はこの限りではない。
２　乙が本評価を実施することにより、または本試料を使用することにより事故・異変等が生じた場合または自己もしくは第三者に被害が生じた場合、これについて乙は甲に責任を負わせないものとし、万一甲に損害・損失・費用などが生じた場合には乙はこれを甲に補償するものとする。但し、甲の故意又は過失があった場合はこの限りではない。
（秘密保持）
第10条　甲及び乙は、以下の情報（以下「秘密情報」という）を秘密に保持し、相手方の事前の文書による同意を得ることなく、第三者に開示または漏洩してはならないものとする。
(1)　口頭又は書面を問わず、乙が甲から開示を受けた本試料に関する技術情報であって、秘密情報である旨の表示または開示後30日以内に書面による通知があるもの
(2)　本評価結果
(3)　本評価結果に関連して乙が知り得た甲に関する技術上の情報
(4)　本評価結果に関連して甲が知り得た乙に関する技術上及び営業上の情報
(5)　本契約締結の事実およびその内容
２　甲乙各々は次の各号のいずれかに該当する情報・資料は秘密情報に含めず、本条第１項に規定する義務を負わないものとする。
(1)  相手方から開示を受け又は知り得た時、すでに自己が所有していたことを証明できる情報
(2)  相手方から開示を受け又は知り得た時、すでに公知になっている情報
(3)　相手方から開示を受け又は知り得たのち、自己の責によらず公知となった情報
(4)  相手方から開示を受け又は知り得たのち、第三者から秘密保持義務を伴わずに知得した情報
(5)  相手方の本秘密情報によらず、自己が独自に開発したことを証明できる情報
(6)　秘密情報から除外することについて、相手方から事前に書面にて同意を得た情報
(7)　法令により開示を強制されるもの
（契約期間）
第11条　本契約の有効期間は、本契約締結の日から３ヶ月とする。
２　前項にかかわらず、第５条及び第７条に定める規定は、当該条項が終了するまで存続するものとし、第８条乃至第10条に定める規定は、本契約期間終了後２年間存続するものとする。
（協議）
第12条　本契約に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ定めるものとする。
（準拠法および裁判管轄）
第13条　本契約は、日本の法律に準拠し、日本の法律に従って解釈されるものとし、本契約に関する訴は、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
本契約締結の証として、契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有するものとする。
20　　年　　月　　日
甲　　　大阪府吹田市山手町３丁目３番35号
　　　　　学校法人　関西大学
　　　　　　理事長　　芝井 敬司　　　印
乙　　　
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

